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健康管理対策のための確認チェックリスト
（解説編）
本解説編は、確認チェックリストをもとに対応を行う際の参考にしてください。　　　　　
Ⅰ．健康管理体制の確保
１．第一原発関連の作業を行う労働者の健康管理に関して、担当者（部署）を明確にし、関係者に周知します。
適切な健康管理を行うためには、健康管理を担当する担当者や部署を明確にして、内外の関係者に周知する必要があります。担当者は、衛生管理者や安全衛生推進者として選任するといいでしょう。
２．第一原発関連の作業を行う事業場において、労働者の「健康管理に関与する医師」を確保します。
特殊な環境での業務ですので、健康管理を行う医師は、作業環境や作業内容について理解している必要があります。50人以上の事業場では産業医を選任することになりますが、それ以外の職場でも予め特定の医師と契約して、必要な健康管理業務を依頼しましょう。
３．第一原発関連の作業を行う労働者の健康管理を支援する健康管理スタッフ（保健師・看護師・カウンセラー）などを確保します。

労働者の悩みや不安に対応したり、それぞれに保健指導を行ったりするなど、きめ細かい健康管理を行うために、医師に加えて、保健師や看護師、心理カウンセラーなどを確保しましょう。

４．「健康管理に関与する医師」やその他の健康管理スタッフが、職場環境や作業の状況を理解するための機会を設けたり、情報提供を行います。

第一原発関連の作業を行う労働者の健康管理を適切に実施するためには、健康管理スタッフが職場環境や作業の内容を理解している必要があります。実際の作業場所の巡視や、それが困難な場合には業務内容について積極的に情報提供を行いましょう。

５．第一原発関連の作業を行う労働者に対する健康管理の内容を文書化（マニュアル化）します。

医師やその他の健康管理スタッフを確保しただけでは、健康管理は円滑に行えません。会社としてどのような健康管理を行うか、健康管理スタッフと十分に検討して、その内容に関するマニュアルを作りましょう。

６．「健康管理に関与する医師」を交えて、労働者の健康管理や安全衛生上の課題について、労働者の意見を聞き検討する場（安全衛生委員会など）を定期的に開催します。
労働者数50名以上の事業場では、月に１回安全衛生委員会を開催する必要があります。それ以外の事業場でも、「健康管理に関与する医師」を交え、労働者の意見を聞いて、健康管理や安全衛生上の課題について定期的に検討しましょう。
Ⅱ．健康管理の実施
７．新たに第一原発内での作業に従事する労働者について、直近の健康診断の結果確認や面接などの方法で、「健康管理に関与する医師」が健康状態を確認させます。
第一原発内で作業を行う労働者※は、特殊な環境で作業を行う上で適正な健康状態である必要があります。新たに作業に従事する労働者について、作業期間に関わらず、直近の一般健診および電離健診の結果を、職場の状態を理解している「健康管理に関与する医師」に確認してもらいましょう。
※第一原発内で作業を行う労働者とは、放射線管理区域（現在は20Km内）に立ち入る労働者がすべて対象です。
８．第一原発関連の作業を行う労働者６ヶ月以内ごとに１回、定期的に一般健康診断および電離放射線健診を確実に受診させます。

第一原発内で作業を行う労働者※は、６ヶ月以内ごとに一般健診と電離健診を受診させる必要があります。確実な受診のためには、定期的に受診状況を確認して受診を促す仕組みを作りましょう。
９．すべての健康診断の結果は、労働者の「健康管理に関与する医師」に確認させ、作業を継続する上で必要な意見を聞いたり、労働者に指導を行わせます。
健康診断結果には健診実施機関による判定が付されていますが、作業の状況を理解している「健康管理に関与する医師」にすべての健康診断結果を確認してもらい、必要に応じて就業上の措置に関する意見を聞いたり、労働者に指導を受けさせましょう。
１０．労働者の健康管理に関与する医師の健康診断の結果判定に基づき、医師または保健師等による保健指導を実施します。

労働者が、健康診断結果を活かして医療機関の受診や生活習慣の改善を図るためには、自らの健康状態と取るべき健康行動について正しく理解する必要があります。医師または保健師等による保健指導の機会を提供しましょう。
１１．労働者の不安や抑うつなどのメンタルヘルス不調に対応するために、相談窓口を設置します。

不安や抑うつなどの症状は、なかなか上司や同僚に相談できるものではありません。内部の健康管理スタッフや外部のカウンセリング機関などによる相談窓口を設置し、周知しましょう。
１２．離職後を含めた長期的な健康管理を厚生労働省の指針に基づき確実に実施します。
100mSv以上の放射線被ばくがあった労働者（東京電力は50mSv以上で対応する方針）には、厚生労働省の指針に基づきがん健診を含む健康管理の機会を与え、その結果を報告する必要があります。長期健康管理の対応を確実に実施する仕組みを作りましょう。
Ⅲ．その他の対応
１３．化学防御服、呼吸用保護具等の確実な着用、時期に応じた健康管理（熱中症や感染症等）、救急措置の実施等に関する労働衛生教育を定期的または必要に応じて実施します。
労働者が、自らの健康を保持するための適切な対応を行うために、正しい知識を有することが必要です。保護具等の確実な着用や時期に応じたテーマでの健康教育や労働衛生教育を計画的に実施しましょう。
１４．協力会社の健康管理体制や実施状況を定期的に確認して、実施が困難な場合には支援をします。

協力会社の中には、自力で健康管理体制を構築することが困難な場合があります。元方事業者として、各協力会社の健康管理体制や実施状況を定期的に確認して、困難な場合には支援しましょう。
１５．「職場における熱中症予防のための確認チェックリスト」を活用して、熱中症対策を実施します。（4月から9月）※近日中に配布予定
熱中症リスクがある4月から9月にかけて、適切な熱中症対策が必要です。「職場における熱中症予防のための確認チェックリスト」を活用して、計画的に実施しましょう。　
１６．「職場における感染症予防のための確認チェックリスト」を活用して、感染症対策を実施します。（10月から3月）

冬場（10月から3月）は、インフルエンザやノロウイルスなど感染症が蔓延し、作業に支障がでる可能性が高まります。「職場における感染症予防のための確認チェックリスト」を活用して、積極的な対策を行いましょう。対策の中には準備が必要なものもありますので、9月上旬には準備を開始しましょう。
１７．定期的に対策の実施状況を確認して改善を図ることをルール化します。
健康管理対策の実施状況を安全衛生委員会などで確認して計画的に改善を図りましょう。
2012年3月1日　産業医科大学・労働科学研究所
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